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第一章 計画の目的と背景
１．本計画策定の目的
・本町は2020年(令和２年)３月「第２期湯前町総合戦略」また、2021年(令和３年)３月に「第６次湯前町総合計画」を策定し、情報化社会へ対応した町づくりのため、
総合的に本町の情報化を推進する。

・政府が2021年(令和３年)秋にデジタル庁を設置することから、自治体デジタルトランスフォーメーション(DX)の推進とICT利活用の取り組みを進めていく。

２．本計画の位置付け
本計画は、「湯前町国土強靭化地域計画」、「第６次湯前町総合計画」を踏まえ、湯前町総合

計画の各章・節に掲げた施策と整合性を図りながら、総合計画の基本目標を達成するための
個別計画として位置付ける。

３．本計画の推進期間
本計画の推進期間は、2021年度(令和３年度)から2027年度(令和９年度)までの７年間とし、

情報化施策を順次実施していく。

４．本計画の推進体制
本町の課長会で組織する「湯前町行政改革推進本部」の下に、各課から選出した職員で組織する

「情報化推進会議」を設置し、定期的に会議を開催するとともに、全庁横断的な取り組みを推進する。

第二章 わが国と熊本県の情報化の取り組み
１．自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画
国は2020年（令和２年）12月に自治体が重点的にデジタル化を進めていくための項目、指標、国の支援策を盛り込んだ「自治体DX計画」を策定。その後2023年（令和5年）

11月にDX計画（第2.1版）を発出。

＜重点取組事項＞
・自治体フロントヤード改革
・自治体の情報システムの標準化・共通化
・マイナンバーカードの普及促進・利用の推進
・セキュリティ対策の徹底
・自治体のAI・RPAの利用促進

２．熊本県情報化推進計画
県は「熊本県情報化施策推進方針」に基づき、地域情報化の取り組みから、ICTに関する課題や人材育成、庁内情報化に取り組む過程において、国の動向を踏まえて各種

施策を進めるために、「熊本県情報化推進計画」を策定。
＜安全・安心・便利で創造性豊かな社会の実現、デジタル行政の実現＞
・ICT等を活用した持続可能な地域づくり
・企業や事業者が創造性を発揮できるまち
・HP、SNS等の活用によるスマート防災の推進
・行政手続の３レスの推進（ペーパーレス、キャッシュレス、ハンコレス）
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第三章 湯前町における情報化への取り組みと課題
１．地域情報化と行政情報化への取り組み
（１）行政情報化のこれまでの取り組み
・2011年度(平成２３年度)：総合行政システム等のクラウド化(仮想化基盤)の導入
・2015年度(平成２７年度)：湯前町のホームページに空き家対策のひとつとして、空き家バンクのホームページを開設
・2018年度(平成３０年度)：地域見守りを目的とし、小学校・中学校、駅前駐輪場、主要な文化財施設に見守りカメラを設置
・2019年度(平成３１年度)：ペーパーレス化を目的とした、会議用タブレット端末と文書共有システムを導入
・2020年度(令和２年度)：LINE公式アカウントを用いて、行政情報、防災情報、観光情報、移住定住等に関する様々な情報提供を、ホームページと連携
して発信

・2020年度(令和２年度)：小中学校児童生徒に１人１台のタブレットを整備し、学習まとめ、学びと対話等環境を構築

（２）地域情報化のこれまでの取組み
・2002年度(平成１４年度)：地域イントラネット整備事業により役場と、各公共施設(１５施設)を光ファイバーケーブル回線(FTTH)で接続
・2009年度(平成２１年度)～2010年度(平成２２年度)：地域情報通信基盤整備推進交付金事業で町内全域に光ファイバーケーブルを敷設し
全世帯へIP告知放送端末を設置し、併せて公設公営方式の光インターネットサービスを開始

・2017年度(平成２９年度)：主な観光施設などに、インターネットを無料で利用できる公衆無線LANシステム(公衆無線Wi-Fi)を設置
・2023年度（令和４年度）：インターネットの民設民営化により、都市部と変わらない高速通信網の整備完了

２．湯前町ＩＣＴ利活用推進協議会による取り組みと検証

３．湯前町の情報化の課題
（１）行政情報化の課題
・国のマイナンバー制度と地方自治体に関与する事務へのデジタル化への対応
・住民基本台帳など２０分野で自治体に義務付けられる標準準拠システム導入への対応
・例として統合型GIS分野の共同利用など、システムに係るイニシャル、ランニングコスト削減を意識したデジタル機器等の導入

（２）地域情報化の課題
・公設公営インターネットを民設民営方式に転換。安定した高速通信を活かした新たな住民サービスの展開
・新たに整備した280MHz帯防災ラジオに加え、視覚的な情報として紙媒体と並行したハイブリッドによる情報発信
・高齢化率の増による見守りや、デジタルデバイド対策に向けた新たな施策の展開

４．町民ニーズの動向（町民アンケート実施概観）

・2020年(令和２年)６月から７月に全町１，５７５世帯１５歳以上の３，３２４人を対象に「まちづくりアンケート調査」を実施し、合計２，２６５人から

回答を得た。(回収率は６８．１％)
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情報発信へのICT利活用
①情報発信サイト構築
②公衆無線LAN整備
③情報発信能力向上講座等
④情報セキュリティモラル向上講座等

情報発信へのICT利活用
①情報発信サイト構築
②公衆無線LAN整備
③情報発信能力向上講座等
④情報セキュリティモラル向上講座等

高齢者福祉へのICT利活用

⑤ゆのまえ高齢者コミュニティ形成推
進事業

⑥一人暮らしの６５歳以上の高齢者世
帯の見守りに通信機能が付いたタブ
レット端末の利用

高齢者福祉へのICT利活用

⑤ゆのまえ高齢者コミュニティ形成推
進事業

⑥一人暮らしの６５歳以上の高齢者世
帯の見守りに通信機能が付いたタブ
レット端末の利用

教育分野へのICT利活用

⑦ゆのまえ郷育・まんが普及促進利活
用推進事業

⑧湯前中学校風刺まんが授業
⑨湯前小学校似顔絵まんが授業
⑩キッズプログラミング推進事業

教育分野へのICT利活用

⑦ゆのまえ郷育・まんが普及促進利活
用推進事業

⑧湯前中学校風刺まんが授業
⑨湯前小学校似顔絵まんが授業
⑩キッズプログラミング推進事業
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基本事項に沿った施策 項 目 名 年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

１．情報通信技術を活用した
行政サービスの充実

（１）スマート行政による 住民
サービス

項目① オンライン申請システムの構築

項目② 窓口でのキャッシュレス決済導入

（２）マイナンバーカードの利用機

会の拡大

項目③ マイナンバーカード自動読取り機導入

（３）情報セキュリティの強化 項目④ システムログ収集の導入

２．デジタル行政の構築による行
政業務の効率化

（１）早い、丁寧、確実な事務処
理の実現

項目⑤ 文書管理・電子決裁システムの導入

項目⑥ クラウド型電子契約システムの導入

（２）職員の意識改革によるデジ

タルに強い人材の育成

項目⑦ デジタル化対応職員研修

３．町民の安心安全を守るネット
ワークの活用

（１）公共施設Wi-Fiを利用した
迅速な情報伝達

項目⑧ デジタルサイネージを使った情報提供

項目⑨ 公式SNS新規登録者勧誘

（２）複数の現場と本部を結ぶ双

方向通信の確立

項目⑩ リアル映像システムの導入

構築・運用
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